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事業所税は、事業活動の規模に応じて税負担をしていただくという考え方で事業所床面積

や従業者給与総額という外形標準を基準にして、課税するしくみになっています。 

しかし、企業によっては、資本系列を同じくする会社や、あるいは、その事業の販売部門、

製造部門等その性質の異なる部門ごとに分割して経営することがあります。また、個人事業

では、血縁関係等に基づいて密接な協力関係に立った事業活動を行っている場合もあります。 

そこで、このような場合についても一律に外形標準で課税することは、単に事業の経営形

態が異なっているという理由だけで、結果的に、全く事業所税が課税されない事業者が生じ

ることが予測されますので、実質的な税負担の公平性を確保するため、みなし共同事業に係

る課税制度が設けられています。 

この手引は、「みなし共同事業に係る課税」についての基本的な内容を中心に説明したもの

です。「申告の手引」とあわせてご覧いただき、申告等の参考にしていただければ幸いです。 

 

【お問い合わせ先】神戸市行財政局税務部（市税事務所） 

法人税務課事業所税担当  電話：０７８－６４７－９３９７ 

事業所税における 

みなし共同事業に係る課税について 
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根拠法令名・参照条文等は、次のとおり略号をもって示します。 
 

１ 法令名 

地方税法·································································· 法 

地方税法施行令 ························································· 令 

地方税法の施行に関する取扱について（市町村税関係） ········· 取通(市) 

神戸市市税条例 ························································· 条 

神戸市市税条例施行規則 ··············································· 規 

法人税法·································································· 法税 

法人税法施行令 ························································· 法税令 
 

２ 条文の表示 

(1) 条、項、号は算用数字で示します。 

(2) 項は算用数字を○、号は算用数字を(  )で囲んで示します。 

〔例〕地方税法第 701 条の 40 第 2 項第 1 号 ······················ 法 701 の 40②(1) 

参照条文等凡例 
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１ みなし共同事業のしくみ 

特殊関係者（親族その他の特殊の関係にある個人又は同族会社で一定のもの）を有する者と

特殊関係者が同一の家屋で事業を行っている場合、特殊関係者の事業は当該両者の共同事業と

みなされます。この場合、特殊関係者を有する者の免税点については、その者が単独で行って

いる事業の事業所床面積又は従業者数と共同事業とみなされた特殊関係者の事業に係る事業所

床面積又は従業者数を合算して判定します。 

なお、課税標準の算定は、自己の事業に係る事業所床面積又は従業者給与総額が対象となり

ます。 

特殊関係者については、「２ 特殊関係者の範囲」(p.4)を参照してください。 

（法 701 の 32②、令 56の 21、令 56 の 51②、令 56 の 75②、取通(市)第 9 章 3(4)ウ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

ただし、次の要件のいずれにも該当する場合は、例外的に共同事業とみなされません。 

(1) 特殊関係者の行う事業が当該特殊関係者を有する者と意思を通じて行われているもので

ないこと 

 

 

 

 

 

(2) 事業所税の負担を不当に減少させる結果とならないこと 

 

「意思を通じて行われているものでない」とは、同一の家屋において事業を行うことについて、何ら

意思の疎通がないと客観的に認められる場合をいいます。 

具体的には、都市再開発事業等の公共事業の執行に伴い権利床の取得等で結果的に同一家屋に同居さ

せられる場合があります。 

原則として、親族その他の特殊の関係にある個人又は同族会社の場合は、意思を通じて行われるもの

とみなされます。 

「事業所税の負担を不当に減少させる結果にならない」とは、事業所税の負担の減少が不自然、不合

理なものではないと客観的に認められる場合をいいます。 

◇免税点判定 

Ａ社の免税点判定は、共同事業とみなされるＢ社の

事業の事業所床面積を合算して行います。 

800 ㎡＋400 ㎡＝1,200 ㎡ となり、免税点（1,000 ㎡）

を超えることとなります。 
 

◇課税標準の算定 

Ａ社の課税標準は、800 ㎡となります。 

同一家屋 

Ａ社    800 ㎡ 

Ｂ社    400 ㎡ 

(Ａ社の特殊関係者) 
Ａ社の共同事業と

みなされる事業 

（資産割の計算例） 
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２ 特殊関係者の範囲 

「特殊関係者」とは、配偶者、親族その他の特殊の関係にある個人又は法人税法に規定する

同族会社
※1

（非同族の同族会社
※2

を含む。）をいい、これらの特殊関係者を有する個人又は法

人を「特殊関係者を有する者」といいます。 

「特殊関係者」の範囲は、以下の(1)～(7)のいずれかに該当する者となります。 

なお、同族会社に該当するかどうか、特殊関係者を有する者であるかどうか及び特殊関係者

であるかどうかの判定は、課税標準の算定期間の末日の現況によって行います。 

（令 56 の 21①） 

 

(1) 判定対象者の配偶者、直系血族及び兄弟姉妹 （令 56 の 21①(1)） 

(2) (1)に掲げる者以外の判定対象者の親族（６親等内の血族及び３親等内の姻族）で、判定

対象者と生計を一にし、又は判定対象者から受ける金銭その他の財産により生計を維持し

ている者 （令 56 の 21①(2)） 

(3) (1)、(2)に掲げる者以外の判定対象者の使用人その他の個人で、判定対象者から受ける特

別の金銭その他の財産により生計を維持している者 （令 56 の 21①(3)） 

(4) 判定対象者に特別の金銭その他の財産を提供してその生計を維持させている個人（(1)、

(2)に掲げる者を除く。）及びその者と(1)～(3)のいずれかに該当する関係がある個人  

  （令 56 の 21①(4)） 

(5) 判定対象者が同族会社である場合には、その判定の基礎となった株主又は社員である個人

及びその者と(1)～(4)のいずれかに該当する関係がある個人 （令 56 の 21①(5)） 

(6) 判定対象者を判定の基礎として同族会社に該当する会社 （令 56 の 21①(6)） 

(7) 判定対象者が同族会社である場合において、その判定の基礎となった株主又は社員(これ

らの者と(1)～(4)までに該当する関係がある個人及びこれらの者を判定の基礎として同族

会社に該当する他の会社を含む。)の全部又は一部を判定の基礎として同族会社に該当する

他の会社 （令 56 の 21①(7)） 
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〔再掲〕(6) 判定対象者を判定の基礎として同族会社に該当する会社 （令 56 の 21①(6)） 

 

 

 

 

 

 

 

≪参考≫上記以外の出資関係がない場合、それぞれの判定は以下のとおりになります。 

判定対象者 特殊関係者を有する者 特殊関係者 

例１ 
法人Ａ 法人Ａ 令 56 の 21①(6) 法人Ｂ 

法人Ｂ ― ― ― 

例２ 

法人Ｃ 法人Ｃ 

令 56の 21①(6) 法人Ｅ 個人甲 個人甲 

法人Ｄ 法人Ｄ 

法人Ｅ 法人Ｅ 令 56 の 21①(5) 個人甲 

 

法人Ａ 

法人Ｂ 

50％超 

特殊関係者 

(同族会社) 

判定対象者 

（例１） （例２） 

判定対象者 法人Ｃ 個人甲 法人Ｄ 

法人Ｅ 

10％ 20％ 25％ 

特殊関係者 

(同族会社) 

※１ 同族会社 

法人税法第 2 条第 10 号に規定する同族会社をいいます。その会社の株主等（その会社

が自己の株式又は出資を有する場合のその会社を除く。）の３人以下並びにこれらの株主

等と特殊の関係にある個人及び法人（株主グループ）が、その会社の発行済株式又は出資

（その会社が有する自己の株式又は出資を除く。）の総数又は総額の 50％を超える数又は

金額の株式又は出資を有する場合等における会社をいいます。 
なお、上記の「株式の総数等による判定」のほか、「議決権の数による判定」又は「社

員の数（合名会社、合資会社又は合同会社に限る。）による判定」により同族会社に該当

する場合もあります。 
 

※２ 非同族の同族会社 

同族会社にも、「同族の同族会社」と「非同族の同族会社」の２種類があり、「同族の同

族会社」については、法人税の課税で特別な取扱いを受けます。 
※１の同族会社を判定する場合、同族会社でない法人（非同族会社）を株主等に選定し

て判定したことにより同族会社となる会社（例えば非同族会社の子会社等）を「非同族の

同族会社」といいます。 
この「非同族の同族会社」についても、ここでいう同族会社に該当し、「みなし共同事

業の判定」においては、同族会社と同様に取り扱います。 
詳しくは、国税庁「法人税申告書の記載の手引」の「別表二 同族会社等の判定に関す

る明細書」の記載の仕方でご確認ください。 （法税 2⑩、法税令 4②③） 
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〔再掲〕(7) 判定対象者が同族会社である場合において、その判定の基礎となった株主又は社員

(これらの者と(1)～(4)までに該当する関係がある個人及びこれらの者を判定の基礎

として同族会社に該当する他の会社を含む。)の全部又は一部を判定の基礎として同

族会社に該当する他の会社
（注）

 （令 56 の 21①(7)） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注) 「その判定の基礎となった株主又は社員の全部又は一部を判定の基礎として同族会社に

該当する他の会社」とは、ある会社が同族会社である場合に、その判定の基礎となった株

主を他の同族会社の判定の基礎となる者とするには、当該株主が当該他の同族会社の株式

の 50％超を保有しなければならないことをいいます。 

 

≪参考≫上記以外の出資関係がない場合、それぞれの判定は以下のとおりになります。 

判定対象者 特殊関係者を有する者 特殊関係者 

法人Ａ 法人Ａ 令 56 の 21①(7) 法人Ｃ、法人Ｄ 

法人Ｂ 法人Ｂ 令 56 の 21①(6) 法人Ａ、法人Ｃ 

法人Ｃ 法人Ｃ 
令 56 の 21①(6) 法人Ｄ 

令 56 の 21①(7) 法人Ａ 

法人Ｄ － － － 

法人Ａを判定対象者としたとき、法人Ｃ及び法人Ｄが法人Ａの特殊関係者となります。 

 

法人Ｃは、法人Ａの同族会社の判定の基

礎となった株主である法人Ｂを判定の基礎

として同族会社（法人Ｂのみで株式の 50％

超を保有）に該当するため特殊関係者にな

ります。 

法人Ａの同族会社の判定の基礎となった

株主法人Ｂを判定の基礎として同族会社に

該当する法人Ｃも判定の基礎に含めて判定

を行うため、法人Ｄは法人Ｃを判定の基礎

として同族会社に該当するため特殊関係者

となります。 

（令 56 の 21①(7)かっこ書による） 

 

※ 法人Ｃを判定対象者としたときは、法人Ａ及び法人Ｄが特殊関係者となります。 

（例１） 

法人Ｂ 

法人Ａ 

50％超 50％超 

判定対象者 

(同族会社) 

法人Ｃ 

50％超 

特殊関係者 

(同族会社) 

法人Ｄ 

特殊関係者 

(同族会社) 
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≪参考≫上記以外の出資関係がない場合、それぞれの判定は以下のとおりになります。 

判定対象者 特殊関係者を有する者 特殊関係者 

法人Ａ 法人Ａ 
令 56の 21①(5) 個人甲、個人乙 

令 56の 21①(7) 法人Ｂ 

法人Ｂ 法人Ｂ 
令 56の 21①(5) 個人甲、個人乙 

令 56の 21①(7) 法人Ａ 

個人甲 個人甲 
令 56の 21①(1) 個人乙 

令 56の 21①(6) 法人Ａ、法人Ｂ 

個人乙 個人乙 
令 56の 21①(1) 個人甲 

令 56の 21①(6) 法人Ｂ 

 

 

 

 

法人Ａを判定対象者としたとき、法人Ｂが法人Ａの特殊関係者となります。 

 

法人Ｂは、法人Ａの同族会社の判定の基

礎となった株主である個人甲及び個人甲と

特殊の関係にある個人乙を判定の基礎とし

て同族会社（甲、乙で株式の 50％超を保有）

に該当するため特殊関係者となります。 

（令 56 の 21①(7)かっこ書前段による） 

 

 

 

 

※ 法人Ｂを判定対象者としたとき、法人Ａが法人Ｂの特殊関係者となります。 

（例２） 

個人甲 

法人Ｂ 

50％超 

個人甲の配偶者 個人乙 

法人Ａ 

35％  40％ 

特殊関係者 

(同族会社) 

判定対象者 

(同族会社) 

(特殊関係者を有する者) 
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≪参考≫上記以外の出資関係がない場合、それぞれの判定は以下のとおりになります。 

判定対象者 特殊関係者を有する者 特殊関係者 

法人Ａ ― ― ― 

法人Ｂ 法人Ｂ 令 56 の 21①(6) 法人Ａ、法人Ｃ 

法人Ｃ 法人Ｃ 令 56 の 21①(7) 法人Ａ 

法人Ｄ 法人Ｄ 令 56 の 21①(6) 法人Ｃ 

 

３ 免税点判定 

特殊関係者を有することにより、共同事業とみなされる事業がある場合の免税点判定は次の

とおり取り扱います。 （令 56 の 75②） 

 

(1) 特殊関係者を有する者 

自己の事業に係る事業所床面積又は従業者数と、特殊関係者の事業に係る事業所床面積又

は従業者数を合算した床面積又は人数で免税点判定を行います。 

 

(2) 特殊関係者 

自己の事業に係る事業所床面積又は従業者数で免税点判定を行います。 

法人Ｃを判定対象者としたとき、法人Ａが法人Ｃの特殊関係者となります。 

 

法人Ａは、法人Ｃの同族会社の判定の基礎と

なった法人Ｂ及び法人Ｄのうち法人Ｂを判定の

基礎として同族会社に該当するため特殊関係者

となります。 

（令 56 の 21①(7)） 

 

 

 

 

 

※ 法人Ａを判定対象者としたとき、特殊関係者は存在しません。 

法人Ａの同族会社の判定の基礎となった株主である法人Ｂによる法人Ｃへの出資

が単独で 50%を超えない（法人Ｂのみでは同族会社に該当する他の会社が存在しな

い）ため、法人Ｃは法人Ａの特殊関係者となりません。（p.6(注)参照） 

（例３） 

法人Ｂ 

法人Ｃ 

50％超 

法人Ｄ 

法人Ａ 

30％  45％ 

判定対象者 

(同族会社) 

(特殊関係者を有する者) 
特殊関係者 

(同族会社) 
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４ 課税標準の算定 

特殊関係者を有する者及び特殊関係者の課税標準を算定するうえでは、自己の事業に係る事

業所床面積又は従業者給与総額についてのみ算定することになります。（令 56 の 51②） 

 

５ 連帯納税義務 

共同事業とみなされる部分に係る事業所税額については、特殊関係者を有する者と特殊関係

者とが連帯して納税義務を負うこととなります。 (法 10 の 2①) 
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≪特殊関係者≫ 

・Ａ社にとってＢ社が特殊関係者となります。 

Ｂ社はＡ社を判定の基礎として同族会社に該当するためＡ社の特殊関係者となります。

 （令 56 の 21①(6)） 

・Ｂ社にとって特殊関係者はありません。 

 

≪免税点の判定及び課税標準の算定≫ 
 
判定対象者 特殊関係者   免税点判定 課税標準 

Ａ社 B 社 
Ａ社＋Ｂ社 

(甲ビル) (甲ビル) 

資産割 
(400－40)＋800 

＝1,160 ㎡ ＞1,000 ㎡ 

400-40 

＝360 ㎡ 

従業者割 
40＋80 

＝120 人 ＞100 人 
2 億円 

Ｂ社 ― 
Ｂ社＋Ｂ社 

(甲ビル) （乙ビル） 

資産割 
800＋(600－60) 

＝1,340 ㎡ ＞1,000 ㎡ 

800＋(600－60) 

＝1,340 ㎡ 

従業者割 
80＋60 

＝140 人 ＞100 人 

4 億＋3 億 

＝７億円 
 

６ 免税点の判定・課税標準の算定の事例 

 

（事例１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ社 

Ｂ社 

100％ 

（出資状況） 

甲ビル 

Ａ社 

A 社 事業所床面積 400 ㎡ 

 非課税床面積 40 ㎡ 

 従 業 者 数 40 人 

 従業者給与総額 2 億円 

甲ビル 

 

B 社 事業所床面積 800 ㎡ 

 従 業 者 数 80 人 

 従業者給与総額 4 億円 

B 社 事業所床面積 600 ㎡ 

 非課税床面積 60 ㎡ 

 従 業 者 数 60 人 

 従業者給与総額 3 億円 

乙ビル 

別家屋（神戸市内） 

同一家屋 
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≪特殊関係者≫ 

・Ｂ社にとってＣ社が特殊関係者となります。 

Ｃ社は、Ｂ社の同族会社の判定の基礎となったＡ社を判定の基礎として同族会社に該

当するためＢ社の特殊関係者となります。 （令 56 の 21①(7)） 

 

・Ｃ社にとってＢ社が特殊関係者となります。 

Ｂ社は、Ｃ社の同族会社の判定の基礎となったＡ社を判定の基礎として同族会社に該

当するためＣ社の特殊関係者となります。 （令 56 の 21①(7)） 

 

≪免税点の判定及び課税標準の算定≫ 
 
判定対象者 特殊関係者   免税点判定 課税標準 

Ｂ社 Ｃ社 
Ｂ社＋Ｃ社 

(甲ビル)(甲ビル) 

資産割 
(500－50)＋200 

＝650 ㎡ ≦1,000 ㎡ 
納税義務なし 

従業者割 
30＋20 

＝50 人 ≦100 人 
納税義務なし 

Ｃ社 Ｂ社 

Ｃ社＋Ｃ社 
(甲ビル)(乙ビル) 

＋Ｂ社 
(甲ビル) 

資産割 

200＋(600－100)＋ 

(500－50) 

＝1,150 ㎡ ＞1,000 ㎡ 

200＋(600－100) 

＝700 ㎡ 

従業者割 
20＋60＋30 

＝110 人 ＞100 人 

1 億＋3 億 

＝4 億円 
 

（事例２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出資状況） 

 

B 社 事業所床面積 500 ㎡ 

 非課税床面積 50 ㎡ 

 従 業 者 数 30 人 

 従業者給与総額 1.5 億円 

甲ビル 

C 社 事業所床面積 200 ㎡ 

 従 業 者 数 20 人 

 従業者給与総額 1 億円 

C 社 事業所床面積 600 ㎡ 

 非課税床面積 100 ㎡ 

 従 業 者 数 60 人 

 従業者給与総額 3 億円 

乙ビル 

別家屋（神戸市内） 

同一家屋 

Ａ社 

Ｂ社 

100％ 

C 社 

100％ 
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≪特殊関係者≫ 

・Ａ社にとって、Ｃ社及びＤ社が特殊関係者となります。 

Ｃ社及びＤ社は、Ａ社を判定の基礎として同族会社に該当するため特殊関係者となり

ます。 （令 56 の 21①(6)） 

 

・Ｄ社にとって、Ｃ社が特殊関係者となります。 

Ｃ社は、Ｄ社の同族会社の判定の基礎となったＡ社を判定の基礎として同族会社に該

当するためＤ社の特殊関係者となります。 （令 56 の 21①(7)） 

 

・Ｃ社は特殊関係者が存在しません。 

Ｃ社の同族会社の判定の基礎となったＡ社のＤ社への出資が単独で 50％を超えない

ためＤ社はＣ社の特殊関係者となりません。よって、Ｃ社は特殊関係者が存在しないこ

ととなります。 

 

≪免税点の判定及び課税標準の算定≫ 
 
判定対象者 特殊関係者   免税点判定 課税標準 

Ａ社 Ｃ社、Ｄ社 Ａ社＋Ｃ社＋Ｄ社 

資産割 
200＋800＋400 

＝1,400 ㎡ ＞1,000 ㎡ 
200 ㎡ 

従業者割 
20＋80＋40 

＝140 人 ＞100 人 
1 億円 

Ｃ社 ― Ｃ社 

資産割 800 ㎡ ≦1,000 ㎡ 納税義務なし 

従業者割 80 人 ≦100 人 納税義務なし 

Ｄ社 Ｃ社 Ｄ社＋Ｃ社 

資産割 
400＋800 

＝1,200 ㎡ ＞1,000 ㎡ 
400 ㎡ 

従業者割 
40＋80 

＝120 人 ＞100 人 
2 億円 

 

（事例３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出資状況） 

A 社 事業所床面積 200 ㎡ 

 従 業 者 数 20 人 

 従業者給与総額 1 億円 

甲ビル 

D 社 事業所床面積 400 ㎡ 

 従 業 者 数 40 人 

 従業者給与総額 2 億円 

 

C 社 事業所床面積 800 ㎡ 

 従 業 者 数 80 人 

 従業者給与総額 4 億円 

同一家屋 

Ａ社 

Ｃ社 

100％ 
30％ 

Ｂ社 

Ｄ社 

40％ 
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７ みなし共同事業に係る事業所税の申告 

「みなし共同事業」に該当する事業所等がある場合は、「みなし共同事業」に係る特殊関係者

の事業所床面積、従業者数等を「みなし共同事業に係る明細書」に記載して、申告書に添付し

てご提出ください。 

また、特殊関係者を有する者が同族会社に該当する場合は、法人税申告書別表二「同族会社

等の判定に関する明細書」の写しを添付してください。 

次の注意事項と記載例（p.14）をご参照ください。 

 

＜注意事項＞ 

「みなし共同事業に関する明細書」は、申告者の課税標準の算定期間の末日の現況でご記載

ください。 

 

（例）事例２ Ｃ社の場合（p.11） 

 決算期 
「みなし共同事業に関する明細書」 

記載上の基準日 

特殊関係を有する者（Ｃ社） 3 月 31 日 3 月 31 日 

特殊関係者（Ｂ社） 9 月 30 日 3 月 31 日 

  

 4/1 10/1 3/31 9/30 
      

      

Ｃ社 
事業年度     

     

Ｂ社 
 事業年度    

     

 

上記のような例では、Ｃ社、Ｂ社のいずれも 3月 31 日時点の事業所床面積、従業者数をご記

載ください。 
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記載例（事例２ Ｃ社の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
(1) この明細書は、地方税法第 701 条の 32（事業所税の納税義務者等）第２項の規定により共同事業と

みなされる事業を行う場合に特殊関係者を有する者が記載し、第 44 号様式の申告書に添付してくだ
さい。 

 
(2)「個人番号又は法人番号」＜マイナンバー＞欄には、個人番号（行政手続における特定の個人を識別

するための番号の利用等に関する法律第 2条第 5 項に規定する個人番号をいう。以下同じ。）又は法
人番号（同条第 15 項に規定する法人番号をいう。）を記載してください。 

 
(3) この明細書は、みなし共同事業に係る事業所等の所在する家屋ごとに記載してください。 
 
(4)「算定期間」欄は、特殊関係者を有する者に係る課税標準の算定期間を記載してください。 
 
(5) 記載内容は、特殊関係者を有する者に係る課税標準の算定期間の末日現在によってください。 
 
(6)「Ⅰ みなし共同事業に係る家屋内の事業所」についての記載は、次によってください。 

ア 「特殊関係者  （第 号該当）」欄は、特殊関係者に該当する者の名称と地方税法施行令第 56
の 21 第１項の適用条項を記載してください。 

イ 「事業所床面積」及び「従業者数」の欄は、当該事業所におけるみなし共同事業に係る各共同事
業者の「事業所床面積」及び「従業者数」をそれぞれ記載してください。 

ウ 「（エ）非課税床面積」及び「（B）非課税従業者数」の欄は、当該事業所におけるみなし共同事業
に係る各共同事業者の「非課税床面積」及び「非課税従業者数」をそれぞれ記載してください。 

 
(7)「Ⅱ 上記家屋以外の事業所の合計床面積及び合計従業者数」については、特殊関係者を有する者の

市内における当該事業所以外の事業所の床面積及び従業者数のそれぞれ合計を記載してください。 
  なお、当該事業所以外の事業所にみなし共同事業となる事業所がある場合は、その家屋における特

殊関係者の床面積及び従業者数もそれぞれ加えてください。 
 
(8) 特殊関係者を有する者が同族会社に該当する場合は、法人税申告書別表二の写しを添付してくださ

い。 
 

(4) 

(6)ア 

(6)イ 
(6)ウ 

(7) 

(2) 


